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介護予防・日常生活支援担当課



高齢者の現状
◆平成28年1月1日現在

・総人口 341,252人
・高齢者人口 （65歳以上） 87,188人（25.6％）
・後期高齢者人口 （75歳以上） 43,096人（12.6％）

高齢化率は23区で１番高い。
【２位：足立区 24.5％ ３位：葛飾区24.4％】

前期高齢者と後期高齢者は半々になっている。
一人暮らし高齢者が増えている。（31,266人 高齢者の35.9％）
高齢化率の高い地区 桐ヶ丘 高齢化率 57.1％（3,491人）

（後期高齢者は2,157人 35.3％ ）

◆参考：平成７年１月１日
・総人口 331,613人
・高齢者人口 52,601人 （15.9％）
・後期高齢者人口 20,314人 （6.1％）
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図表 要介護（要支援）認定者の推移
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住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・看護小規模多機能居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入居者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

町会・自治会、シニアクラブ、ボランティア、NPOなど

・高齢者あんしんセンター
見守りコーディネーター／
生活支援コーディネーター

・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について （北区の将来像イメージ）

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
体制（地域包括ケアシステム）の構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要。

介護・医療連携

・在宅療養協力支援病床確保
・高齢者あんしんセンターサポート医

・地域ケア推進会議 ・協議体
・地域包括ケア連絡会

・在宅療養相談窓口

・見守り ・生活支援
・サロン ・食事会

いつまでも元気に暮らすために･･･

介護予防・日常生活支援（総合事業）

※厚生労働省資料（一部改変） 3



⽀え合いによる地域包括ケアシステムの構築について

地域包括ケア研究会「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」（平成25年３月）より

⾃助：・介護保険・医療保険の⾃⼰負担部分
・市場サービスの購⼊
・⾃⾝や家族による対応

互助：・費⽤負担が制度的に保障されていないボ
ランティアなどの⽀援、地域住⺠の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税⾦）
部分

・⾃治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。
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2040年に向けた
地域包括ケアシステムの展望

〈進化する地域包括ケアシステムの「植木鉢」〉

平成27年度 地域包括ケア研究会報告書より
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【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39.0%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

予防給付
の６割程度
と想定

予防給付
（要支援１～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業

○二次予防事業
○一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援

業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援１～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携推進事業

○認知症施策推進事業

（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援体制整備事業
（生活支援コーディネーターの配置、協議体の設置等）

予防給付（要支援１～２）

充
実

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護１～５） 介護給付（要介護１～５）

＜改正前＞ ＜改正後＞介護保険制度

全区市町村
で実施

介護保険制度の全体像

改正前と同様

※厚生労働省資料（一部改変）

10,890人

6,311人

人数は27年11月末日時点の数値を参考掲載
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○予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険制度の地域支援事業へ移

行（２９年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、都道府県、市町村、1号保険料、２号保険料）。

○既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支

援。高齢者は支え手側に回ることも。

介護保険制度改正の目的（予防給付の見直しと生活支援サービスの充実）

・住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予防活動の推進
・元気な時からの切れ目ない介護予防の継続
・リハビリテーション専門職等の関与による介護予防の取組
・見守り等生活支援の担い手として、生きがいと役割づくりによる互助の推進

・住民主体のサービ
ス利用の拡充

・認定に至らない
高齢者の増加

・重度化予防の推進

・専門的なサービスを必要とする人に
は専門的サービスの提供
（専門サービスにふさわしい単価）

・支援する側とされる側という画一的
な関係性ではなく、サービスを利用
しながら地域とのつながりを維持で
きる

・能力に応じた柔軟な支援により、
介護サービスからの自立意欲が向上

・多様なニーズに対
するサービスの拡
がりにより、在宅生
活の安心確保

予防給付
（全国一律の基準）

地域支援事業

移行

移行

・多様な担い手による多様なサービス
（多様な単価、住民主体による低廉な

単価の設定、単価が低い場合には
利用料も低減）

同時に実現

サービスの充実

費用の効率化

訪問介護
ＮＰＯ、民間事業者等による掃除・洗濯等の
生活支援サービス

住民ボランティアによるゴミ出し等の生活支
援サービス

既存の訪問介護事業所による身体介護・生
活援助の訪問介護

通所介護

既存の通所介護事業所による機能訓練等
の通所介護

ＮＰＯ、民間事業者等によるﾐﾆﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ

ｺﾐｭﾆﾃｨｻﾛﾝ、住民主体の運動・交流の場

リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与
する教室

介護予防・生活支援の充実

※厚生労働省資料（一部改変） 7



北区では、地域包括ケアシステムの構築に向け、次の基本的な考え方に基づいて総合事業を実施していきます。

北区の基本的考え方

♦高齢者が自身の能力を最大限活かしつつ、住み慣れ
た地域で、いつまでも安心して日常生活を営むこと
ができるよう、自立に向けた支援を行う。

♦NPO法人・民間企業・ボランティアなど地域の多
様な主体を活用して高齢者を支える地域の支え合い
体制づくりを推進する。
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平成２８年３月から「介護予防・日常生活支援総合事業」が始まります 

 

◎介護保険法が改正され、今まで全国一律に提供されていた介護予防給付のうち、介護予防訪問介護（ホームヘルプ）と介護予防通所介護（デイサービス）が区へ 

移管され、３/1以降の新たな認定有効期間開始日より介護予防・日常生活支援総合事業の「北区介護予防訪問事業」と「北区介護予防通所事業」になります。 

◎新しい制度に変わっても、引き続き、今までと同じ認定更新手続きで、必要なサービスを利用することができます（第２号被保険者を含む）。 

◎高齢者あんしんセンター窓口に来所可能な要支援１の方は、認定更新の手続を行わなくても、「笑顔で長生き調査（基本チェックリスト）」で生活機能の低下が 

認められた場合は、必要なサービスを利用可能です（３月～）。 

 

北区介護予防通所事業（デイサービス） 

北区介護予防訪問事業（ホームヘルプ） 

【問合せ先】 

訪問型 サービス 、 
通所型 サービス を 
利用す る場合 
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一般介護予防事業について一般介護予防事業について

教室が終わってからも仲間と運動を続けられる自主グ
ループ作りをめざして、運動指導員や看護師などの専門
のスタッフが指導します。

介護予防リーダーやさくら体操指導員、理学療法士などが
サポートすることもあります。
年間2クール実施しています。
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なぜ、住民主体の運動グループなの？なぜ、住民主体の運動グループなの？
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おたっしゃ教室の場所おたっしゃ教室の場所

凡例

筋力アップ体操教室

マシントレーニング教室

教室の場所
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おたっしゃ教室①おたっしゃ教室①
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おたっしゃ教室②おたっしゃ教室②
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デイホームデイホーム
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通いの場（高齢者あんしんセンターを例に・・・）通いの場（高齢者あんしんセンターを例に・・・）

ふれあい交流サロン

オレンジカフェ（認知症カフェ）

町会・自治会、ボランティア団体などが行っているサロ
ン、交流の場

など
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支え手・担い手のスキルアップに役立つ講座、関係機関支え手・担い手のスキルアップに役立つ講座、関係機関

介護予防リーダー養成講座

認知症サポーター養成講座

シルバー人材センター、社会福祉協議会、

NPOボランティアぷらざ、健康づくりの講習会

などなど
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介護予防リーダー養成講座（第9期生）①介護予防リーダー養成講座（第9期生）①

「私もあなたも元気過ごすためのお手伝い」

～地域の皆さんが元気で過ごすために、介護予防活動を
学び広げます。～

• 介護予防、認知症、介護予防の運動、栄養、口腔ケア、地域
の資源等について学びます。

• 実際に介護予防リーダーとして活動している方との交流もあ
ります。

介護予防リーダー養成講
座修了生（8期生）
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介護予防リーダー養成講座（第9期生）②介護予防リーダー養成講座（第9期生）②

介護予防リーダーの活動は？
• 高齢者あんしんセンターを中心とした介護予防活動（サ

ロン等）へ参加したり、お手伝いをします。

• おたっしゃ教室で自主グループを立ち上げる際の支援を
します。

• 町の中で介護予防の活動をします。
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